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リース取引に関する会計処理について(通知)

学校法人会計におけるリース取引の今後の取扱いについては,下記のとおりですので,十分御

了知の上,適切な会計処理をお願いしますO

なお,日本公認会計士協会がこの通知に係る実務指針等を公表する予定ですので,御参照くだ

さい｡

また,各都道府県知事におかれては,所轄の学校故人及び私立学校法第64条第4項の法人に

対して周知されるようお願いします｡

記

1 趣 旨及び 目的

学校故人会計におけるリース取引の会計処理については,従来より,リース取引をファイナン

ス･リース取引及びオペレーティング･リース取引に区分し,ファイナンス;リース取引については,

その取引契約に係る浜的形式は賃貸借取引であるが,その経済的実態は当該物件を売買した

場合と同様の状態にあると認められるものも多々あることから,通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理が原則的な処理とされていた｡その一方で,ファイナンス･リース取引のうち所有権

移転外ファイナンス･リース取引については,従来の実務に配慮して,例外的に,所定の注記を

条件として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行うこともできるものとされてきた｡

企業会計においても,このような取扱いがなされていたが,この例外処理である通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理については,従来から,会計上の情報開示の観点から借手は

債務を計上すべきこと,通常の質貸借取引に係る方絵に準じた会計処理がほぼ全てを占める現

状は特異な状況であること等が問題点として指摘されていたことから,企業会計基準において

は,平成19年3月30日に,｢リース取引に関する会計基準｣の一部改正が行われ,平成20年4月

1日以降,所有権移転外ファイナンス･リース取引について,通常の貸貸借取引に係る楓 こ準

じた会計処理は認められないこととなった｡
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学校泣入のリース取引については,教育研究用のコンピュータをはじめ,医療機器,車両等各

種資産に範囲が拡大するとともに,取引量も年々増加する傾向にある中で,企業会計基準改正

の背景となったリース取引に係る経済的実態を的確に計算書類に反映させる要請等について

は,学校法人会計に関しても同様である.このため,学校故人会計においても,ファイナンス･リ

ース取引については,一定の場合を除き,通常の売買取引に係る方牡に準じた会計処理を行う

こととし,通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を廃止する等,リース取引に関する会

計処理についてその取扱いの統一を図ることとした｡

2 用語の定義

(1) ｢リース取引｣とは,特定の物件の所有者たる貸手が,当該物件の借手に対し,合意された期

間(以下｢リース期間｣という｡)にわたり,これを使用収益する権利を与え,借手は,合意された使

用料(以下｢リース料｣という｡)を貸手に支払う取引をいい,｢ファイナンス･リース取引｣と｢オペレ

ーティング･リース取引｣に区分される｡

(2) ｢リース物件｣とは,リース契約に基づき借手が使用する物件をいう｡

(3) ｢ファイナンス･リース取引｣とは,リース契約に基づくリース期間の中途において当該契約を

解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引で,借手がリース物件からもたら

される経済的利益を実質的に享受することができ,かつ,当該リース物件の使用に伴って生ずる

コストを実質的に負担することとなるものをいうD

なお,上記において,｢これに準ずるリース取引｣とは,法的には解約可能であるとしても,解約

に際し相当の違約金を支払わなければならない等の理由から,事実上解約不能と認められるリ

ース取引をいうOまた,｢借手がリース物件からもたらされる経済的利益を実質的に享受する｣と

は,当該リース物件を自己所有するとするならば得られると期待されるほとんど全ての経済的利

益を享受することをいい,｢当該リース物件の使用に伴って生ずるコストを実質的に負担する｣と

は,当該リース物件の取得価額相当額,維持管理等の費用,陳腐化によるリスク等のほとんど全

てのコストを負担することをいう｡

(4) ｢所有権移転ファイナンス･リース取引｣とは,ファイナンス･リース取引のうち,次のいずれか

に該当するものをいう｡

① リース契約上,リース期間終了後又はリース期間の中途で,リース物件の所有権が借手に移

転することとされているもの

② リース契約上,借手に対して,リース期間終了後又はリース期間の中途での割安購入選択

権 (名 目的価額又はその行使時点のリース物件の価額に比して著しく有利な価額で買い取る

権利をいう｡)が与えられており,その行使が確実に予想されるもの

③ リース物件が借手の用途等に合わせた特別な仕様によるものであって,当該リース物件の

返還後,貸手が第三者に再リースし,又は売却することが困難であるため,その使用可能期間

を通じて借手によってのみ使用されることが明らかなもの
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(5) ｢所有権移転外ファイナンス･リース取引｣とは,ファイナンス･リース取引のうち,所有権移転フ

ァイナンス･リース取引以外のものをいう｡

(6) ｢オペレーティング･リース取引｣とは,リース取引のうち,ファイナンス･リース取引以外のもの

をいう｡

(7) ｢リース対象資産｣とは,リース物件のうち,通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

より,貸借対照表に資産として計上されるものをいう｡

(8) ｢リース料給額｣とは,リース債務の元本返済額,利息相当額及び維持管理費用相当額をい

う｡

(9) ｢利子抜き法｣とは,リース料総額を,リース債務の元本返済額部分,利息相当額部分及び

維持管理費用相当額部分に区分し,元本返済額部分をもって固定資産価額等とすることをいう｡

(10) ｢利子込み法｣とは,リース料総額をもって固定資産価額等とすることをいうO

(ll) ｢リース取引開始 日｣とは,借手がリース物件を使用収益する権利を行使することができるこ

ととなった日をいう0

3 会計処理及び表示

(1) ファイナンス･リース取引の会計処理

(D 会計処理

リース取引開始 日に,通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理により,リース物件及

びこれに係る債務を,それぞれ該当する固定資産等の科 目及び負債の未払金 (長期未払金)

に計上するO

ただし,次のいずれかに該当する場合には,通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を行うことができる｡

ア リース料総額が学校法人の採用する固定資産計上基準額未満のもの(リース物件が少額

重要資産の場合を除く｡)

イ リース期間が1年以内のもの

ウ リース契約1件当たりのリース料総額が300万円以下のもの(ただし,所有権移転外ファイ

ナンス･リース取引に限る｡)

② 固定資産価額等

ア リース対象資産

リース料総額を,リース債務の元本返済額部分,利息相当額部分及び維持管理費用相

当額部分に区分し,元本返済額部分を固定資産価額として計上する利子抜き法を原則とす
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るが,リース対象資産の総額に重要性が乏しいと認められる場合には,リース料総額をもっ

て固定資産価額とする利子込み法により処理することもできるものとする｡

この場合において,リース対象資産の総額に重要性が乏しいと認められる場合とは,貸借

対照表 日後のリース期間に係るリース料 (以下｢未経過リース料｣というO)の期末残高(通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うリース取引及び利子抜き法により固定資

産に計上する会計処理を行うリース取引に係るものを除く｡)が,当該宋経過リース料の期末

残高,有形固定資産及びその他の固定資産 (有価証券,収益事業元入金,長期貸付金,

引当特定預金等を除く｡)の期末残高(利子込み法により処理した場合におけるファイナン

ス･リース取引に係るリース対象資産に係るものを除く.)の合計額に占める割合が10%未満

である場合とするo

イ リース対象資産以外のリース物件

リース対象資産以外のリース物件については,利子込み法によりリース料総額をもって経

費として処理することを原則とするO

③ リース対象資産の減価償却

リース対象資産の減価償却額は,所有権移転ファイナンス･リース取引に係るものについて

は自己所有の固定資産に適用する減価償却方浜と同一の方法により算定し,所有権移転外

ファイナンス･リース取引に係るものについてはリース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとし

て算定する｡

なお,会計年度の中途で取得した所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース対象

資産の減価償却額の計算においても,当該リース対象資産について計算される年間減価償

却額を月数按分したものによるほか,次の簡便法を採用している場合も,重要性がない場合に

は,妥当な会計処理として取り扱うことができるものとする｡

ア 取得時の会計年度は,償却額年額の2分の1の額により行う｡

イ 取得時の会計年度は,償却を行わず,翌会計年度から行う｡

ウ 取得時の会計年度から償却額年額により行う｡

④ 利子抜き法の処理

利子抜き法により処理する場合,利息相当額の総額をリース期間中の各期に配分する方法

は,原則として,利息法 (各期の支払利息相当額をリース債務の未返済元本残高に一定の利

率を乗じて算定する方法)によるものとする｡なお,リース対象資産の給額に重要性が乏しいと

認められる場合においても利子込み法によらず利子抜き法により処理するときには,定額法

(利息相当額の総額をリース期間中の各期にわたり,定額で配分する方法)によることもできる

ものとする｡

⑤ 再リース料の処理

再リースを行う場合の再リース料は,経費として処理する｡

(2) オペレーティング.リース取引の会計処理

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う｡
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(3) 表示

(D リース物件の表示

リース物件については,該当する固定資産の科 目又は消耗品費･賃借料等の経費科 目に含

めて表示する｡

② リース物件に係る債務

リース物件に係る債務については,貸借対照表 日後1年以内に支払いの期限が到来するも

のは流動負債に属するものとし,貸借対照表 日後1年を超えて支払いの期限が到来するもの

は固定負債に属するものとする｡

③ 注記

ア 上記3(1)①クに該当し,又はリース取引開始 日が下記4に記したこの通知による取扱い

の適用前であるため,所有権移転外ファイナンス･リース取引について,通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を行った場合で,これらのリース料総額の合計額に重要性が

あるときは,｢リース物件 (又はリース資産)の種類｣,｢リース料総額｣及び｢未経過リース料

期末残高｣等を注記する｡

イ 所有権移転外ファイナンス･リース取引の注記の記載様式については,この通知の別添注

記事項記載例を参考にされたい｡なお,｢学校法人会計基準の一部改正に伴う計算書類の

作成について｣(平成17年5月13日付け17高私参第1号文部科学省高等教育局私学部参事

官通知)の別添2注記事項記載例<例1>1(2)｢所有権移転外ファイナンス･リース取引の

処理方法｣及び7(6)｢所有権移転外ファイナンス･リース取引｣は削除する｡

4 適用

この通知による取扱いは,リース取引開始 日が平成21年4月1日以降のリース取引について適

用するO

なお,リース取引開始 日が,平成21年3月31日以前のリース取引については,従来どおり,過

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行うことができるものとする｡

担当 文部科学省高等教育局私学部参事官付

財務調査係

連絡先 TELO3-5253-4111(内線3328)
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別添 注言己事項記載例

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス･リース

取引

(∋平成21年4月1日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額

教育研究用機器備 品 ××円

その他の機器備品 ××円

革柄 ××円

教育研究用消耗品 ××円

②平成21年3月31日以前に開始したリース取引

リース資産の種類 リース料総額

教育研究用機器備品 ××円

その他の機器備品 ××円

車繭 ××円
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未経過リース料期末残高

××円

××円

××円

××円

未経過リース料期末残高




